
第３期（平成24年度～26年度）

高知県障害福祉計画高知県障害福祉計画高知県障害福祉計画高知県障害福祉計画
＜ 概 要 ＞

障害保健福祉課



障害福祉計画の位置づけ

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

◇ 障害のある人に対する取組みの基本的方向を示す
県行政の指針
◇ 県民や民間企業等に対して広く理解を求め、

障障障障 害害害害 者者者者 計計計計 画画画画
＜障害者基本法＜障害者基本法＜障害者基本法＜障害者基本法
第９条第２項＞第９条第２項＞第９条第２項＞第９条第２項＞

新サービス体系への移行新サービス体系への移行新サービス体系への移行新サービス体系への移行

次期障害者次期障害者次期障害者次期障害者計画計画計画計画
（（（（H25～）～）～）～）

障害福祉計画＜障害者自立支援法第障害福祉計画＜障害者自立支援法第障害福祉計画＜障害者自立支援法第障害福祉計画＜障害者自立支援法第89条＞条＞条＞条＞

障害福祉計画（第１期）障害福祉計画（第１期）障害福祉計画（第１期）障害福祉計画（第１期）
（（（（H18年度～年度～年度～年度～H20年度）年度）年度）年度）

障害福祉計画（第２期）障害福祉計画（第２期）障害福祉計画（第２期）障害福祉計画（第２期）
（（（（H21年度～年度～年度～年度～H23年度）年度）年度）年度）

すべての県民の自主的・主体的な行動のための目標、指針第９条第２項＞第９条第２項＞第９条第２項＞第９条第２項＞

障害者計画の障害者計画の障害者計画の障害者計画の
重点整備目標重点整備目標重点整備目標重点整備目標
（（（（H16年度～年度～年度～年度～ ））））

第１期の実績等
を踏まえ策定

障害福祉計画（第３期）障害福祉計画（第３期）障害福祉計画（第３期）障害福祉計画（第３期）
（（（（H24年度～年度～年度～年度～H26年度）年度）年度）年度）

（（（（H25～）～）～）～）

第２期の実績等
を踏まえ策定

◆ 障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する計画
（サービスの見込量や数値目標の設定）

◆ 障害者計画の実施計画的な位置づけ実施計画的な位置づけ実施計画的な位置づけ実施計画的な位置づけ
◆◆◆◆ 障害者計画の重点整備目標障害者計画の重点整備目標障害者計画の重点整備目標障害者計画の重点整備目標 →→→→ 障害福祉計画障害福祉計画障害福祉計画障害福祉計画



計画策定の趣旨等

趣旨 障害のある人にとって必要な障害福祉サービス等の提供体制が計画的に整備されること
を目的に策定

計画期間 平成24ফ২から平成26ফ২の３ফ間

基本的な

障害のある人が生き生きと暮らせる地域づくりに向け、次の方向を目指す

１ 身近な地域におけるサービスの確保
すべての障害のある人が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、基本的な

方向

計画の
進ষଵ৶

高知県障害者施策推進協議会に計画の進捗状況を継続的に報告し、推進方策等について
ਔৄをല਄

その他 বの新たな福祉制২のਫ਼ୈ状況によっては、必要に応じて計画期間中にৄઉし

すべての障害のある人が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、
身近な地域で必要なサービスを確保

２ 障害児支援の充実
発達障害などすべての障害のある子どもが、その持てる能力や可能性

を伸ばしていけるよう、できるだけ早期から発達を支援

「高知型福祉」の
実現に向けた
取組を推進



障害のある人の動向
精神障害者保健福祉手帳

サービスの提供体制の整備などにより増加傾向
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交付者数に占める65歳以上の割合が増加傾向

※各年３月31日現在
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ু໩制২の࿠්により増加傾向



１ 身近な地域におけるサービスの確保

障害者自立支援法施行（H18.10）を契機に、障害者自立支援法施行（H18.10）を契機に、

通所サービス、GH/CHの利用が増加

現状と課題

【【【【計画に定めるサービス提供基盤の整備目標計画に定めるサービス提供基盤の整備目標計画に定めるサービス提供基盤の整備目標計画に定めるサービス提供基盤の整備目標】】】】

第３期計画における方向性

高知型福祉の実現に向けて

身近な地域におけるサービスの確保

【【【【基本的な方向基本的な方向基本的な方向基本的な方向】】】】
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障害者施設の定員（人）

中山間地域における
障害福祉サービスの確保が課題

通所系 定員2,709人（136事業所) → 定員3,369人（169事業所) ＋660（33）
H23（H24.3見込） H26障害者施設の設置状況

大川村

土佐町

越知町

仁淀川町

日高村

芸西村
津野町

東洋町、奈半利町
田野町、安田町
北川村、馬路村

本山町 大豊町

施行前から

通所は約1.4倍、
GHは約2倍に

＜安芸圏域＞

＜中央東圏域＞＜中央西圏域＞

＜高幡圏域＞

124（5） → 144（6）

461（23） → 601（30）

（＋140人7ヶ所）

261（13） → 301（15）

（＋40人2ヶ所）

1,418（79） → 1,838（100）

（＋420人21ヶ所）

地域生活への移行が促進

458

0

500

H18.9 H23末見込

障害者支援施設
旧法入所施設

【【【【移行元移行元移行元移行元】】】】

249249249249人人人人が地域生活へ移行が地域生活へ移行が地域生活へ移行が地域生活へ移行

（（（（H18H18H18H18～～～～23.723.723.723.7の間）の間）の間）の間）

【【【【移行先移行先移行先移行先】】】】

GH/CH、福祉ﾎｰﾑ 170170170170人人人人

ঽ୧ 62626262人人人人

アパートなど 17171717人人人人

福祉施設から地域生活へ移行した人の内訳福祉施設から地域生活へ移行した人の内訳福祉施設から地域生活へ移行した人の内訳福祉施設から地域生活へ移行した人の内訳

GH/CHの設置状況

サ
ー
ビ
ス
が
充
実
す
る
一
方
、

サービス空白地域の解消に向けた取り組みを推進

三原村

芸西村

東洋町、奈半利町、

田野町、安田町、

北川村、馬路村

大月町

大豊町、土佐町、大川村

いの町、仁淀川町、

越知町

四万十町、中土佐町、

津野町、梼原町

凡例

GH/CHがない地域（19町村）

GH/CH 定員905人（167ホーム） → 定員1,260人（238ホーム） ＋355（71）
H23（H24.3見込） H26

＜安芸圏域＞

＜中央東圏域＞
＜中央西圏域＞

＜高幡圏域＞

＜幡多圏域＞

17（6） → 32（9）

（＋15人3ヶ所）

162（34） → 292（60）

（＋130人26ヶ所）475（82） → 590（105）

（＋115人23ヶ所）

40（5） → 85（14）

（＋45人9ヶ所）

211（40） → 261（50）

（＋50人10ヶ所）

大月町

障害者施設等がない地域（８町村）

障害者施設等が１箇所のみの地域（９町村）

凡例三原村

※あったかふれあいセンター（39ヶ所）の
障害者の実利用者数203人（H22） ＜幡多圏域＞

124（5） → 144（6）

（＋20人1ヶ所）

445（16） → 485（18）

（＋40人2ヶ所）

＋あったかふれあいセンターによる
サービス提供体制の整備



市町村
●在୧生活者（現在サービスをਹ用
していない方など）へのアンケート
調査等

●第２期計画の進捗状況等の分析
●地域における課題の整৶

県
●施設ਹ用者等アンケート調査（3,242件）
●特別支援学校生等アンケート調査（493件）
●新体௺への୎ষ等に関する調査（旧法施設等を対象）
●精神科病院入院患者に関する調査
（県内全ての精神科病院を対象）

数値目標・見込量算定の考え方

アンケート調査などにより障害のある人のニーズを把握したうえで、ਹ用するサービ
スや೜住の場を଻別に३঑গঞー३ঙンすることを基本として、数値目標・サービスৄ
੢୤を઴定

調査結果
提供

●地域における課題の整৶（県内全ての精神科病院を対象）

市町村障害福祉計画
数値目標の設定
サービスৄ੢୤઴定各市町村

障害福祉計画

県障害福祉計画

ニーズを踏まえ、
ਹ用するサービスや೜住の場について
個別にシミュレーション

積上げ

ヒアリング実施（２回）
◆ニーズを把握できているか
（特に現在サービスをਹ用してい
ない方）

◆ニーズや課題を踏まえ、ిજな
目標、ৄ੢୤となっているか



୻えय、障害者支援施設 町のＹさんについてۅをਹ用しているڶ

【 26ফ২ 】

Ｙさんについて
シミュレーション

ＹさんＹさんＹさんＹさん

【 現 在 】

障害者支援施設 Ａ

（施設入所支援）
（生活介護）

（GH／CH）
（就労継続支援B型）

（参考）個別のシミュレーション例

⇒ 各市町村とु଻別の३঑গঞー३ঙンのうえ、目標値・ৄ੢୤を積઴

ＹさんＹさんＹさんＹさん

ＹさんＹさんＹさんＹさん

Ｙさん
のಟ஡ ＧＨ／ＣＨで生活しながら就

労継続ڷ஑をਹ用するのがＹ
さんにとって一番いいだろう

入所施設からＧＨ／ＣＨ（地域生活）へ
・Ｙさんやಟ஡のൌ望

・施設の将来の計画

・Ｙさんの障害のங২
・Ｙさんの家庭の状況

⇒ Ｐ町の目標க・ৄ੢୤に積઴

施設を出
てＧＨで
生活して
みたい！

慣れた施設
や職員さん
と௞れるの
は心配。

Ｐ町役場
福祉係



地域生活୎ষや就労支援などの課題ੰৠに向けて、数値目標を設定

数値目標

福祉施設の入所者の地域生活への୎ষ

【【【【移行先移行先移行先移行先 】】】】【【【【移行元移行元移行元移行元 】】】】

旧法旧法旧法旧法
入所施設入所施設入所施設入所施設

自自自自 宅宅宅宅
２４９人２４９人２４９人２４９人

ＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨ
福祉ﾎｰﾑ福祉ﾎｰﾑ福祉ﾎｰﾑ福祉ﾎｰﾑ

１７０１７０１７０１７０人人人人

６２６２６２６２人人人人

目標（累計）目標（累計）目標（累計）目標（累計）３４６人３４６人３４６人３４６人

23年７月末まで

累計249人 20年度末まで

累計110人

21年度末まで
累計165人

障害者障害者障害者障害者
支援施設支援施設支援施設支援施設

自自自自 宅宅宅宅

アパートなどアパートなどアパートなどアパートなど

２４９人２４９人２４９人２４９人 ６２６２６２６２人人人人

１７１７１７１７人人人人

18年度 37人
19年度 40人
20年度 33人
21年度 55人
22年度 57人
23年度（７月末まで） 27人

（内 訳）

18年度末まで

37人

19年度末まで

累計77人

＜実績＞

累計249人
（H23.7末まで）

H18 H23

＜目標＞

第１期 293人
第２期 346人

6年間

第１期第１期第１期第１期
第２期第２期第２期第２期

H26年度末までに

411411411411人人人人
（実績から＋（実績から＋（実績から＋（実績から＋162162162162人）人）人）人）

H18

9年間

第第第第３３３３期期期期

＜目標＞＜目標＞＜目標＞＜目標＞

国の基準：
平成17年10月１日時点の
施設入所者数の３割以上が
移行することを基本



平成平成平成平成17171717年年年年10101010月１日月１日月１日月１日現在現在現在現在

1,3831,3831,3831,383人人人人

＜実績＞＜実績＞＜実績＞＜実績＞

平成平成平成平成23232323年７年７年７年７月末現在月末現在月末現在月末現在
1,31,31,31,315151515人人人人 1,21,21,21,211111111人人人人

減減減減 少少少少減減減減 少少少少

＜目標＞＜目標＞＜目標＞＜目標＞

68人（人（人（人（4.9％）％）％）％） 104人（人（人（人（7.9％）％）％）％）

施設入所者数

目標達成への取り組み
◆ 障害のある人が地域でঽয়して暮らせるよう、
施設整備などに対する助成をষいながら、
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑの整備を推進

◆ 身近な地域で必要なサービスが受けられるよう
市町村や事業所など関係機関と連携しながら、
地域の相談支援体制を充実

入੹রの精神障害者の地域生活への୎ষ
84848484

平成26年度における＜目標＞＜目標＞＜目標＞＜目標＞

国の基準：平成17年10月１日時点から１割以上削減を基本

※18歳以上の児童福祉施設入所者（法改正によりH24年度以降、障害者施策で対応）は除いて設定。

H24 H25 H26 計

地域生活移行 48 45 69 162
その他 22 1 5 28

入所 新規入所 31 30 25 86
-39 -16 -49 -104

退所

差引

施設入所者数

＜平成＜平成＜平成＜平成23232323年度末までに地域移行する人＞年度末までに地域移行する人＞年度末までに地域移行する人＞年度末までに地域移行する人＞

557557557557人人人人（（（（H18H18H18H18年度）年度）年度）年度）

退院可能精神障害者退院可能精神障害者退院可能精神障害者退院可能精神障害者

目標目標目標目標 419人人人人（累計）（累計）（累計）（累計）

23年９月末年９月末年９月末年９月末までの実績までの実績までの実績までの実績 累計累計累計累計137人人人人

（第２期まで）
第３期より

新たな指標に変更

指標１指標１指標１指標１ １年未満入院者の平均退院率１年未満入院者の平均退院率１年未満入院者の平均退院率１年未満入院者の平均退院率 国の基準：7%相当増 84848484％％％％
※平成21年から23年の３カ年の平均値 76.3%

目標達成への取り組み
◆ 地域での住まいの場となるｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑの整備を推進
◆ 精神障害者地域୎ষ・地域定ା支援事業により地域体制整備

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを各圏域に配置
◆ 精神障害者アक़トজーॳ推進事業により在୧生活の継続支援
◆ 精神障害についてのਫしい知௙の൤఺やཟ৅活৿実施

指標２指標２指標２指標２ 入院期間５年以上かつ入院期間５年以上かつ入院期間５年以上かつ入院期間５年以上かつ65656565歳以上の入院者歳以上の入院者歳以上の入院者歳以上の入院者 のうちのうちのうちのうち 年間年間年間年間24242424人人人人

家庭復帰及び高齢者施設等への退院者の数家庭復帰及び高齢者施設等への退院者の数家庭復帰及び高齢者施設等への退院者の数家庭復帰及び高齢者施設等への退院者の数 国の基準：20%増

※直近１年間では20人退院

（参考） 国の指標に基づく目標値 ８人/月
入院期間５年以上かつ65歳以上の退院者の数 （身体的疾患による転院・転科、及び死亡退院を含む。）

※直近１年間の平均 ７人/月

H23.6現在
544人

1146

（（（（36%））））

1027

（（（（33%））））

980

（（（（31%））））

3153

１年未満

１年以上

５年未満

５年以上５年以上５年以上５年以上

年齢別内訳

40歳未満

25（3%）

40歳以上

65歳未満

411

（42%）

65歳以上歳以上歳以上歳以上

544

（（（（55%））））

在院期間別入院患者数（H23.6.30現在）



福祉施設から一ಹ就労への୎ষ
（第２期目標）99人→H22ফ২実ౚ 66人

ｻｰﾋﾞｽ業・清

掃, 49人

流通・卸・

小売, 36人

福祉施設等, 30

人
食品加工・食品

関連, 22人

製造業,

17人

リサイクル業, 6

人

農業, 5人
その他,

33人

就職先の状況
（平成18～22年度）

18人 18人
29人 34人

52人

66人

0人

20人

40人

60人

80人

100人

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

福祉施設利用者の一般就労への移行実績
105105105105人人人人

＜目標＞＜目標＞＜目標＞＜目標＞
Ｈ26年度において

国の基準：
平成17年度の移行
実績の４倍以上

目標達成への取り組み
◆ 労働局、公共職業安定所、障害者就業・生活支援
センター等関係機関や事業所と連携して支援

◆ 今後有望な介護分野や農業分野への就労を促進

◆ 企業等に対して、障害のある人の雇用促進に関す
る౾制২をఢ知（ফ400社以上訪問）

◆ 特別支援学校在校生の保護者に対して、卒業後の
進ଡ଼の৭උ࿔をఁげていくためのཟ৅活৿を引続き
実施

182 180 227 235 266 293 333 418

36.5%

27.7%

36.6% 35.5% 36.3%

42.6%

46.4%

48.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

就職件数

就職率

ハローワークにおける障害者の就職件数・就職率 高知労働局発表資料より



障害福祉サービス等の見込量
障害のある人のニーズを踏まえ、各障害福祉サービス఺ल相談支援のৄ੢୤を઴定

H23年度（7月実績） H26年度

773人 → 1,195人
（＋422人）

௰ਖ௺サービスのৄ੢み ৄ੢み୤確保の方策
◆ ೫࿒地のਹ用者にホームヘルউサービスを
提供した事業者に助成

◆ ホームヘルパー現任研修などの研修を計画
的に実施し、必要な୤ととुに、サービスの
質を確保

訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護） 利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳（人/月）

13,649 14,291 15,304

19,640
21,337

23,094
682 707

773

1,038

(175)

1,116

(209)

1,195

(242)

0
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1400

0
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15000
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25000

21年度（実績） 22年度（実績） 23年度（実績） 24年度 25年度 26年度

利用見込量 利用者数

（時間／月）

訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）

（ ）書き：H23.10から個別給付化された同行援護の利用者（内数）

773 713

482
773

1195

0

200

400
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800
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1200

1400

H23 H26

利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳

新規利用者

現利用者

（人/月）

【新規利用者の内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ移行する者 5人

精神科病院入院から地域生活へ移行する者 45人

特別支援学校卒業生 4人

その他新規に利用が見込まれる者 428人



H23年度（7月実績） H26年度

1,827人 → 3,338人
（＋1,511人 ※旧法施設移行に伴う利用を除く増 908人）

ৢ所௺サービスのৄ੢み

生活介護生活介護生活介護生活介護 321 967

自立訓練（機能訓練） ９ 27

自立訓練（生活訓練） 31 78

就労移行支援 116 138

就労継続支援A型 277 334

就労継続支援B型 1,073 1,794

ৄ੢み୤確保の方策
◆ 障害者施設がない地域へのサービ
ス拠点の整備を促進

◆ あったかふれあいセンターにおけ
る障害福祉サービス提供体制の整備

◆ 新たにଛಶ付きのサービスをষう
事業所へ助成

1,827 

2,871 3,095 3,338 
297 

1,284 
1,267 

1,218 

2,124 

4,155 
4,362 

4,556 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

23年度（実績） 24年度 25年度 26年度

日中活動サービス利用者の推移（利用形態別）日中活動サービス利用者の推移（利用形態別）日中活動サービス利用者の推移（利用形態別）日中活動サービス利用者の推移（利用形態別）
生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援A型、型、型、型、B型型型型

通所による利用 施設入所者の利用

（人／月）

1827 1692

738

908

1827

3338
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利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳利用人数の内訳

新規利用者

現在旧法通所

施設を利用し

ている者

現利用者

（人/月）

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ移行する者 116人

精神科病院入院から地域生活へ移行する者 124人

特別支援学校卒業生 283人

その他新規に利用が見込まれる者 385人



【サービスओとのৄ੢み（঩র活৿௺）】

583 568

1168

29

398

583

2163

0

500

1000

1500

2000

2500

H23 H26

生活介護生活介護生活介護生活介護

新規利用者

児童福祉施設

入所者（18歳以上）※

現在旧法施設を利用して

いる者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ

移行する者 55人

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者 71人

特別支援学校卒業生 98人

その他新規に利用が

見込まれる者 174人

（人/月）

※児童福祉法改正により、H24年度以降

障害者施策で対応することとなる者
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自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）

新規利用者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ

移行する者 3人

特別支援学校卒業生 5人

その他新規に

利用が見込まれる者 14人

（人/月）
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自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）

新規利用者

現在旧法施設を利用して

いる者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ

移行する者 3人

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者 10人

特別支援学校卒業生 19人

その他新規に

利用が見込まれる者 25人

（人/月）
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就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援

新規利用者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者 7人

特別支援学校卒業生 28人

その他新規に

利用が見込まれる者 54人

（人/月）
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就労継続支援就労継続支援就労継続支援就労継続支援A型型型型

新規利用者

現在旧法施設を利用

している者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者 3人

特別支援学校卒業生 44人

その他新規に

利用が見込まれる者 26人

（人/月）
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就労継続支援就労継続支援就労継続支援就労継続支援B型型型型

新規利用者

現在旧法施設を

利用している者

現利用者

（人/月）

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から

地域生活へ移行する者 55人

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者 36人

特別支援学校卒業生 102人

その他新規に

利用が見込まれる者 157人



H23年度（7月実績） H26年度

776人 → 1,257人
（＋481人）

グঝーউ঍ー঒・ॣア঍ー঒のৄ੢み ৄ੢み୤確保の方策
◆ 施設整備への助成、地域の遊休資産な
ど既存施設の活用により、住まいの場を
確保

644
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（人／月） ＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨＧＨ／ＣＨ
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利用者の内訳利用者の内訳利用者の内訳利用者の内訳

新規利用者

現在旧法施設

（福祉ホーム

等）を利用して

いる者

現利用者

（人/月）

区分区分区分区分 H24 H25 H26

計画相談支援
H24より障害福祉サービスを利用するすべての障害者が対象

381 745 1,106

地域移行支援（H24創設）
施設入所者、入院中の精神障害者を対象に、住居の確保な

ど地域移行のための活動を支援

89 85 95

地域定着支援（H24創設）
居宅において単身等で生活する障害者を対象に、常時の連

絡体制確保などの支援

67 95 106

単位：人／月

ৄ੢み୤確保の方策
◆ 相談支援従事者研修などを
通じて、相談支援事業者を確保

◆ 市町村が実施する相談支援事
業について、専門の職員を配置
した指定特定相談支援事業所等
への委託を推進し、地域の相談
支援体制を充実

ৼ୥支援のৄ੢み

0

200

21年度（実績） 22年度（実績） 23年度（実績） 24年度 25年度 26年度

0

H23 H26

【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から地域生活へ移行する者 113人

精神科病院入院から地域生活へ移行する者 116人

特別支援学校卒業生 77人

その他新規に利用が見込まれる者 126人



【サービスओとのৄ੢み（೜ક௺ಉ）】

309 238
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施設入所支援施設入所支援施設入所支援施設入所支援

新規利用者

児童福祉施設

入所者（18歳以上）※

現在旧法入所施設を利用

している者

現利用者

【新規利用者内訳（H26）】

精神科病院から

地域生活へ移行する者 5人

特別支援学校卒業生 13人

その他新規に

利用が見込まれる者 68人

（人/月）

※児童福祉法改正により、H24年度以降H23 H26 ※児童福祉法改正により、H24年度以降

障害者施策で対応することとなる者
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【新規利用者内訳（H26）】

福祉施設入所から

地域生活へ移行する者

21人

精神科病院入院から

地域生活へ移行する者

18人

特別支援学校卒業生 6人

その他新規に

利用が見込まれる者 73人

（人/月）
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療養介護療養介護療養介護療養介護

現利用者 新規利用者 児童福祉施設入所者（18歳以上）※

【新規利用者内訳（H26）】

特別支援学校卒業生 2人

その他新規に

利用が見込まれる者 4人

（人/月）

※児童福祉法改正により、H24年度以降障害者施策で対応することとなる者



圏域ごとのサービス基盤整備計画

サービスৄ੢୤を基に、計画期間中に必要とৄ੢まれる事業所数を圏域ओとに઴定

通所系 定員2,709人（136事業所) → 定員3,369人（169事業所) ＋660（33）
H23（H24.3見込） H26

大川村

土佐町

本山町 大豊町

＜中央東圏域＞
＜中央西圏域＞

461（23） → 601（30）

（＋140人7ヶ所）1,418（79） → 1,838（100）

大月町

越知町

仁淀川町

芸西村
津野町

東洋町、奈半利町
田野町、安田町
北川村、馬路村

三原村

日高村

凡例

障害者施設等がない地域（8町村）

障害者施設等が１箇所のみの地域（9町村）

＜安芸圏域＞

＜高幡圏域＞

＜幡多圏域＞

124（5） → 144（6）

（＋20人1ヶ所）

（＋140人7ヶ所）

261（13） → 301（15）

（＋40人2ヶ所）

445（16） → 485（18）

（＋40人2ヶ所）

1,418（79） → 1,838（100）

（＋420人21ヶ所）



GH/CH 定員905人（167ホーム） → 定員1,260人（238ホーム） ＋355（71）
H23（H24.3見込） H26

芸西村

東洋町、奈半利町、

田野町、安田町、

北川村、馬路村

大豊町、土佐町、大川村

いの町、仁淀川町、

越知町

四万十町、中土佐町、

津野町、梼原町

＜安芸圏域＞

＜中央東圏域＞＜中央西圏域＞

＜高幡圏域＞

162（34） → 292（60）

（＋130人26ヶ所）

475（82） → 590（105）

（＋115人23ヶ所）

40（5） → 85（14）

（＋45人9ヶ所）

計画期間中(H2426ع)に、
通所の定員が約1.2倍、
GH/CHの定員が約1.4倍に増加

三原村

大月町

凡例

GH/CHがない地域（19町村）

＜幡多圏域＞ 17（6） → 32（9）

（＋15人3ヶ所）
211（40） → 261（50）

（＋50人10ヶ所）
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Ｈ23
３ヶ所

Ｈ26
４ヶ所

中央東圏域中央東圏域中央東圏域中央東圏域

Ｈ23 Ｈ26

高幡圏域高幡圏域高幡圏域高幡圏域
Ｈ23

０ヶ所
Ｈ26

２ヶ所

安芸圏域安芸圏域安芸圏域安芸圏域

目目目目 的的的的 障害のある子どもの健やかな成長と発達を目指して、必要なサービスの確保に取り組む

現状と課題現状と課題 第3期計画における方向性第3期計画における方向性
そのそのそのその１１１１ できるだけできるだけできるだけできるだけ早早早早いいいい時期時期時期時期からからからから、、、、身近身近身近身近なななな地域地域地域地域でででで

療育支援療育支援療育支援療育支援がががが受受受受けられるけられるけられるけられる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり
基本的基本的基本的基本的なななな
視点視点視点視点

高知市周辺部に施設が集中しており、安芸圏域や高幡圏域には、
施設が1ヶ所もない状況となっている。

⇒ 診断後に専門的な療育支援を行う場が不足している。

児童発達支援の整備目標（Ｈ26）サービス利用者数の見込み（Ｈ26）

未就学児の支援を
行っている事業所

安芸圏域や幡多圏域は、
児童デイサービス等の利用が

10％未満と非常に少ない

障害児施設の
設置状況（Ｈ24.1現在）

支援が必要な未就学児とサービスの利用者数
（平成23年11月調査）

Ｈ26
21ヶ所
定員230人

Ｈ23
11ヶ所
定員130人

圏域

安芸 118 (86) 7 (2) 6% (2%)

支援が必要な
未就学児  Ａ

サービス
利用者数　Ｂ

利用率
Ｂ/Ａ

２ 障害児支援の充実

週1.5日の利用を見込む
定員230人÷1.5日×5日
＝766人分の受皿
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サービスਹ用૨をサービスਹ用૨を
60％に引き上げ
264人→729人

261

321

257
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専門的な療育支援

就学前から学校卒業

まで一貫した支援

早期発見・早期療育

の仕組み

(人)

56565656％％％％

70707070％％％％

57575757％％％％

Ｈ23
２ヶ所

Ｈ23
６ヶ所

Ｈ26
10ヶ所

中央西圏域中央西圏域中央西圏域中央西圏域

Ｈ26
３ヶ所

幡多圏域幡多圏域幡多圏域幡多圏域

Ｈ23
０ヶ所

Ｈ26
２ヶ所

児童発達支援

ニーズに応じて
新たなサービスを

積極的に整備していく

そのそのそのその２２２２ ライフステージにライフステージにライフステージにライフステージに応応応応じたじたじたじた一貫一貫一貫一貫したしたしたした支援支援支援支援
基本的基本的基本的基本的なななな
視点視点視点視点

個別支援計画個別支援計画個別支援計画個別支援計画をををを作成作成作成作成しししし、、、、支援内容支援内容支援内容支援内容をををを引引引引きききき継継継継いでいくいでいくいでいくいでいく仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり
⇒⇒⇒⇒ 一人一人一人一人ひとりのひとりのひとりのひとりの状況状況状況状況にににに応応応応じたじたじたじた途切途切途切途切れのないれのないれのないれのない支援体制支援体制支援体制支援体制をををを構築構築構築構築

保育所･幼稚園 小学校 中学校 成人高等学校誕生

※ 就学前に作成した個別支援計画が確実に学校へ引き継がれる
よう、教育委員会と連携した取組を進める。

知的障害児通園施設（１施設）

重症心身障害児（者）通園事業（３施設）

児童デイサービス（６施設）

難聴幼児通園施設、肢体不自由児通園施設（療育福祉センター）

118 (86) 7 (2) 6% (2%)
中央東 253 (200) 56 (33) 22% (17%)
中央西 615 (328) 182 (88) 30% (27%)
高幡 66 (47) 8 (7) 12% (15%)
幡多 161 (64) 11 (3) 7% (5%)
計 1,213 (725) 264 (133) 22% (18%)

備考　（　）は、発達障害の人数

＜特別支援学校在校生の保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校在校生の保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校在校生の保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校在校生の保護者への調査結果（Ｈ23.723.723.723.7）＞）＞）＞）＞
問 今後必要だと思う支援について 回答数456（複数回答可）
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発達障害等障害のある子どもの支援体制発達障害等障害のある子どもの支援体制発達障害等障害のある子どもの支援体制発達障害等障害のある子どもの支援体制

障
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共同研究

情報交換

症例検討子どもの心のケアに関する子どもの心のケアに関する子どもの心のケアに関する子どもの心のケアに関する
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障害児支援について

その１ दऌるटけଫいৎ期からؚ身近な地域द௜୘支援ऋਭけらोる体਑तऎり
できるだけ早い時期から、子どもやご家族にとって身近な地域で療育支援が

受けられるよう、必要なサービスの確保を図る。

その２ ライフステージに応じた一貫した支援
乳幼児期から就労に至るまで、ライフステージに応じて一貫した支援を行う。

「高知型福祉」
の取組に
つなげる

発達障害等の
支援体制づくり

など

目目目目 的的的的 障害のある子どもの健やかな成長と発達を目指して、必要なサービスの確保に取り組む

基本的な視点

計画策定の考え方
児童福祉法の改正に伴い、平成24年4月から、障害種別毎に分かれていた障害児施設を、通所・入所の利用形態

別に一元化するとともに、放課後等デイサービスや保育所等訪問支援が制度化されることから、障害のある子どもを
取り巻く現状や課題を踏まえ、第３期障害福祉計画において、障害児支援に必要なサービス見込量と、整備が必要

な事業所数を見込む。

対象児童

児童デイ
利用児童 など

障害児保育の
対象児童

支援を必要とする未就学児 1,213人 支援を必要とする就学児 1,957人

特別支援学校・学
級等の児童生徒

支援を必要とする子どもの人数 3,170人（18歳未満人口に占める割合＝2.7％） ※18歳未満の人口
115,352人

（平成22年国勢調査）
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障害児施設の設置状況とサービス利用状況

支援の必要な子どもと
サービスの利用状況（Ｈ23.11調査）

高知市周辺部に施設が集中しており、安芸圏域や高幡圏域には施設が１箇所もない状況。
そのため、児童デイサービス等の利用率も、中央圏域に比べて、安芸、高幡、幡多圏域は低い。

⇒ 診断後に専門的な療育支援を行う場が不足している。

障害児施設の設置状況（Ｈ24.1現在）

【未就学児】

圏域
支援が必要な
未就学児  Ａ

サービス
利用者数　Ｂ

利用率
Ｂ/Ａ

安芸 118 7 6%

中央東 253 56 22%

中央西 615 182 30%

高幡 66 8 12%

幡多 161 11 7%

知的障害児通園施設（１施設）

重症心身障害児（者）通園事業（３施設）

児童デイサービス（８施設）

【凡例】

難聴幼児通園施設、肢体不自由児通園施設（療育福祉センター）

計 1,213 264 22%

【就学児】

圏域
支援が必要な

就学児  Ａ
サービス

利用者数　Ｂ
利用率
Ｂ/Ａ

安芸 144 3 2%

中央東 328 54 16%

中央西 1,150 166 14%

高幡 141 7 5%

幡多 194 20 10%

計 1,957 250 13%



障害児支援施策の見直し

○ 障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・入所
の利用形態の別により一元化。

○ 障害児にとって身近な地域で支援を受けられるようにするため、児童発達支援に再編。

○ 現行の障害児通所施設・事業は、医療の提供の有無により、「児童発達支援」又は「医療型児童
発達支援」のどちらかに移行。

＜＜障害者自立支援法＞＞ 【市町村】 ＜＜児童福祉法＞＞

児童デイサービス

知的障害児通園施設

難聴幼児通園施設

肢体不自由児通園施設（医）

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）

＜＜児童福祉法＞＞ 【都道府県】

通
所
サ
ー
ビ
ス

障害児通所支援（市町村）

児童発達支援
・福祉型児童発達支援センター

・児童発達支援事業

医療型児童発達支援
・医療型児童発達支援センター

・指定医療機関

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

＜平成24年４月施行＞

※「医」とあるのは医療を提供



新たなサービス「児童発達支援センター」の整備の考え方
安心して相談できる場や、ご家族が利用しやすく、子育て支援の延長線上で発達支援がスタートで

きるよう、できるだけ身近な地域で早期に専門的な療育支援が受けられる体制づくりを目指す
⇒ 障害のある子どもやご家族が、実際にサービスを受けられるようになることが重要！

■ 「児童৅達支援হ঵」ृ「ଣ課৏ಉॹイサービス」मؚৢୱ૭ચな෇೧に設઼（୤のఁপ）
■■■■ 地域のরற的な௜୘支援施設の「児童৅達支援७ンॱー」म各෠域に１２عᆽ所設઼（ସの確保）

Ｃ保育所特別支援学校

個別支援計画

相談支援相談支援相談支援相談支援

日常的に家族からの相談に応じる
とともに、個別支援計画を作成

Ｄ幼稚園特別支援学級

保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

児童発達支援センター児童発達支援センター

児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援

障害のある
子ども

就学前の障害児に専門的な療育を行い、発達を支援

自宅
自宅

放課後や夏休み等の長期休暇中に、生活
能力を向上させる訓練や居場所を提供

保育所等へ出向き、本人やスタッフ等に
対して、集団生活に適応できるよう支援



児童発達支援の利用見込みと整備目標
౞就学ు（ڱعڬ歳）のਹ用ৄ੢み

支援を必要とする子ども 1,213人（H23）
サービス利用者

ＨＨＨＨ23232323 264264264264人人人人 ＨＨＨＨ26262626 729729729729人人人人
（利用率（利用率（利用率（利用率22222222％％％％）））） （利用率（利用率（利用率（利用率60606060％％％％））））

利用率60％を
目標

【児童発達支援の整備目標】

ৄ੢み୤確保のたीの方策
◆ 児童デイサービス等がない地域へ児童発達

支援（Ｈ24.4～）の整備を促進

◆ 利用者が少ない中山間地域等で、新たに事
業所を開設する事業者への助成

◆ 障害児支援に携わる専門的な人材の育成

Ｈ23
３ヶ所

Ｈ26
４ヶ所

中央東圏域中央東圏域中央東圏域中央東圏域

Ｈ26Ｈ23
261

321

257

専門的な療育支援

就学前から学校卒業

まで一貫した支援

早期発見・早期療育

の仕組み
56565656％％％％

70707070％％％％

57575757％％％％

＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ23.723.723.723.7）＞）＞）＞）＞
問 今後必要だと思う支援について 回答数456（複数回答可）

【各圏域別の利用見込み】

保護者等のニーズ等を考慮し、「児童発達支援」の
利用率を60％に引き上げるとともに、利用回数を、

週１回→1.5回とする.
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放課後等デイサービスの利用見込みと整備目標
就学ు（17عڲ歳）のਹ用ৄ੢み

支援を必要とする子ども 1,957人（H23）
サービス利用者

ＨＨＨＨ23232323 250250250250人人人人 ＨＨＨＨ26262626 586586586586人人人人
（利用率（利用率（利用率（利用率13131313％％％％）））） （利用率（利用率（利用率（利用率30303030％％％％））））

利用率30％を
目標

【放課後等デイサービスの整備目標】

ৄ੢み୤確保のたीの方策
◆ 児童デイサービス等がない地域へ放課後等

デイサービス（Ｈ24.4～）の整備を促進

◆ 利用者が少ない中山間地域等で、新たに事
業所を開設する事業者への助成

◆ 障害児支援に携わる専門的な人材の育成

Ｈ23
３ヶ所

Ｈ26
４ヶ所

中央東圏域中央東圏域中央東圏域中央東圏域

Ｈ26Ｈ23
73

65

91

放課後等

児童デイサービス

日中一時支援

29292929％％％％

26262626％％％％

36363636％％％％

＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ＜特別支援学校保護者への調査結果（Ｈ23.723.723.723.7）＞）＞）＞）＞
問 在宅生活を支援するサービス 回答数252（複数回答可）
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Ｈ26
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定員250人

Ｈ23
10ヶ所
定員110人
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【各圏域別の利用見込み】

保護者等のニーズ等を考慮し、「放課後等デイ
サービス」の利用率を30％に引き上げるとともに、

利用回数を週２回とする
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